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山 形 市         



令 和６ 年９ 月定 例会 議案 目次 

 

議 案 番 号         件          名 

議第 ８９号  令和５年度山形市一般会計及び特別会計歳入歳出決算認定について 

議第 ９０号  令和５年度山形市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議第 ９１号  令和５年度山形市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

議第 ９２号  令和５年度山形市立病院済生館事業会計決算認定について 

議第 ９３号  令和６年度山形市一般会計補正予算 

議第 ９４号  工事請負契約の締結について（西部工業団地公園内スポーツ施設整備工事） 

議第 ９５号  山形県後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議について 

議第 ９６号  損害賠償の額の決定について（障害者相談支援事業業務委託料における消費

税の不算定） 

議第 ９７号  損害賠償の額の決定について（障害者相談支援事業業務委託料における消費

税の不算定） 

議第 ９８号  損害賠償の額の決定について（障害者相談支援事業業務委託料における消費

税の不算定） 

議第 ９９号  損害賠償の額の決定について（障害者相談支援事業業務委託料における消費

税の不算定） 

議第１００号  損害賠償の額の決定について（障害者相談支援事業業務委託料における消費

税の不算定） 

議第１０１号  損害賠償の額の決定について（障害者相談支援事業業務委託料における消費

税の不算定） 

議第１０２号  山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

改正について 

議第１０３号  山形市国民健康保険条例の一部改正について 

議第１０４号  山形市屋外広告物条例の一部改正について 

 



議第８９号 

 

令和５年度山形市一般会計及び特別会計歳入歳出決算認定について 

 

令和５年度山形市一般会計歳入歳出決算並びに令和５年度山形市国民健康保険事業会計歳入

歳出決算、令和５年度山形市後期高齢者医療事業会計歳入歳出決算、令和５年度山形市介護保

険事業会計歳入歳出決算、令和５年度山形市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計歳入歳出決算、

令和５年度山形市区画整理事業会計歳入歳出決算、令和５年度山形市財産区会計歳入歳出決算、

令和５年度山形市駐車場事業会計歳入歳出決算、令和５年度山形市公設地方卸売市場事業会計

歳入歳出決算及び令和５年度山形市農業集落排水事業会計歳入歳出決算（以上別冊のとおり。）

について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、地方自治法第２３３条第３

項の規定により認定に付する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第９０号 

 

   令和５年度山形市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

 

令和５年度山形市水道事業会計決算（別冊のとおり。）に伴う剰余金について、地方公営企

業法第３２条第２項の規定により同決算の剰余金処分計算書（案）のとおり処分し、併せて同

決算について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、同法第３０条第４項の

規定により認定に付する。 

 

  令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第９１号 

 

   令和５年度山形市公共下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

 

令和５年度山形市公共下水道事業会計決算（別冊のとおり。）に伴う剰余金について、地方

公営企業法第３２条第２項の規定により同決算の剰余金処分計算書（案）のとおり処分し、併

せて同決算について、本市監査委員の審査意見（別冊のとおり。）を付けて、同法第３０条第

４項の規定により認定に付する。 

 

  令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第９２号 

 

   令和５年度山形市立病院済生館事業会計決算認定について 

 

令和５年度山形市立病院済生館事業会計決算（別冊のとおり。）について、本市監査委員の

審査意見（別冊のとおり。）を付けて、地方公営企業法第３０条第４項の規定により認定に付

する。 

 

  令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 













 

 

議第９４号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 契約の目的  西部工業団地公園内スポーツ施設整備工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 請 負 金 額  金１，８６４，５００，０００円 

４ 契約の相手方  渋谷建設・小笠原建設・市村工務店建設工事共同企業体 

 

 

 

理 由 

西部工業団地公園内スポーツ施設整備工事について、渋谷建設・小笠原建設・市村工務店建

設工事共同企業体と請負契約を締結するため、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 



議第９５号 

 

山形県後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、山形県後期高

齢者医療広域連合規約を次のとおり変更する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 山形県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年２月指令市町村第４７号）の一部を次のよ

うに変更する。 

別表第１（２）の項及び（３）の項中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に

改める。 

   附 則 

この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 

 

 

 

理 由 

 被保険者証等の廃止に伴う規約の変更について協議するため、地方自治法第２９１条の１１

の規定により、議決を求めようとするものである。 

 



 
 

議第９６号 

 

損害賠償の額の決定について                           

 

平成３０年度から令和４年度までの障害者相談支援事業の業務委託に係る委託料における消

費税の不算定による受託者社会福祉法人愛泉会に対する損害賠償の額を、次のように決定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

金２，１５８，０２８円 

 

 

 

理 由 

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

議第９７号 

 

損害賠償の額の決定について                           

 

平成３０年度から令和４年度までの障害者相談支援事業の業務委託に係る委託料における消

費税の不算定による受託者社会医療法人二本松会に対する損害賠償の額を、次のように決定す

る。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

金３，７２０，８００円 

 

 

 

理 由 

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

議第９８号 

 

損害賠償の額の決定について                           

 

平成３０年度から令和４年度までの障害者相談支援事業の業務委託に係る委託料における消

費税の不算定による受託者社会福祉法人山形県コロニー協会に対する損害賠償の額を、次のよ

うに決定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

金３，５００，７００円 

 

 

 

理 由 

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

議第９９号 

 

損害賠償の額の決定について                           

 

平成３０年度から令和４年度までの障害者相談支援事業の業務委託に係る委託料における消

費税の不算定による受託者社会福祉法人山形県社会福祉事業団に対する損害賠償の額を、次の

ように決定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

金２，９５７，７４７円 

 

 

 

理 由 

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

議第１００号 

 

損害賠償の額の決定について                           

 

平成３０年度から令和４年度までの障害者相談支援事業の業務委託に係る委託料における消

費税の不算定による受託者社会福祉法人山形市社会福祉協議会に対する損害賠償の額を、次の

ように決定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

金３，８９０，１００円 

 

 

 

理 由 

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

議第１０１号 

 

損害賠償の額の決定について                           

 

平成３０年度から令和４年度までの障害者相談支援事業の業務委託に係る委託料における消

費税の不算定による受託者社会福祉法人山形市社会福祉事業団に対する損害賠償の額を、次の

ように決定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

金３，３０６，１７９円 

 

 

 

理 由 

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議第１０２号 

 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正につい

て 

 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する

条例 

山形市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年市条例第３０号）の一部を次

のように改正する。 

第２条中「法」の次に「及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律第１９条第８号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令（令和６年デジタル

庁、総務省令第９号）」を加える。 

別表第１の４の項事務の欄中「進学準備給付金」を「進学・就職準備給付金」に改める。 

別表第２の４の項事務の欄中「条例」の次に「又は森林環境税及び森林環境譲与税に関する

法律（平成３１年法律第３号）」を加え、「地方税の」を「地方税若しくは森林環境税の」に

改め、「賦課徴収」の次に「又は地方税若しくは森林環境税に関する調査（犯則事件の調査を

含む。）」を加え、同表８の項事務の欄中「又は特例給付（同法附則第２条第１項に規定する

給付をいう。）」を削る。 

附 則 



この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の８の項の改正規定は、令和６年 

１０月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正等に伴い、

規定の整備をしようとするものである。 



 

議第１０３号 

 

山形市国民健康保険条例の一部改正について                            

 

山形市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘     

 

山形市国民健康保険条例の一部を改正する条例                           

山形市国民健康保険条例（昭和３４年市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「注４」を「注６」に、「注７」を「注１１」に改める。 

第９条中「若しくは第９項」を「又は第５項」に、「、若しくは」を「、又は」に改め、「又

は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに応じない場合」

を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第４

条の改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関す

る政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の例によることとされる場

合における施行日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

国民健康保険法の改正に伴い、規定の整備をしようとするものである。 



 

議第１０４号 

 

山形市屋外広告物条例の一部改正について 

 

山形市屋外広告物条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和６年９月５日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市屋外広告物条例の一部を改正する条例 

山形市屋外広告物条例（平成３０年市条例第７４号）の一部を次のように改正する。 

第９条第３項中「、第１６条の規定による事前協議を行った上で、」を削る。 

第１０条第５項中「第１６条の規定による事前協議を行った上で」を削り、同条中第６項を

第９項とし、第５項の次に次の３項を加える。 

６ 国等又は公益に資する活動として規則で定める活動を行うものとして市長が指定する団体

が表示する広告物であって、良好な景観の形成若しくは風致の維持に支障が生ずるおそれ又

は公衆に対して危害を及ぼすおそれがないものとして規則で定める基準に適合し、かつ、そ

の表示内容が公益に資すると認められるもののうち、次に掲げる物件に表示することについ

て市長の許可を受けた広告物（国等にあっては、あらかじめ表示する旨を市長に届け出た広

告物）（はり紙又ははり札等（第６号から第８号までに掲げる物件にあっては、はり紙）に

限る。）については、第６条の規定は、適用しない。 

⑴ 橋りょう 

⑵ 道路標識 

⑶ 歩道柵 

⑷ ガードレール 

⑸ カーブミラー 

⑹ 郵便ポスト 

⑺ 路上変電塔 

⑻ 街路灯柱その他これらに類する物件 



 

７ 公益上必要な施設又は物件で市長が指定するものに表示し、又は設置する広告物等であっ

て、良好な景観の形成若しくは風致の維持に支障が生ずるおそれ又は公衆に対して危害を及

ぼすおそれがないものとして規則で定める基準に適合し、かつ、その表示（掲出物件を設置

する場合にあっては、当該掲出物件に掲出される広告物の表示）により得られる広告料収入

を当該施設又は物件の設置又は管理に要する費用に充てるものについては、市長の許可を受

けて表示し、又は設置する広告物等（国等にあっては、あらかじめその旨を市長に届け出て

表示し、又は設置する広告物等）に限り、第６条第１項の規定は、適用しない。 

８ 法人その他の団体が表示し、又は設置する広告物等であって、良好な景観の形成若しくは

風致の維持に支障が生ずるおそれ又は公衆に対して危害を及ぼすおそれがないものとして規

則で定める基準に適合し、かつ、その表示（掲出物件を設置する場合にあっては、当該掲出

物件に掲出される広告物の表示）により得られる広告料収入を地域における公共的な取組で

あって市長が指定するものに要する費用の全部又は一部に充てるものについては、市長の許

可を受けて表示し、又は設置する広告物等（国等にあっては、あらかじめその旨を市長に届

け出て表示し、又は設置する広告物等）に限り、第６条第１項の規定は、適用しない。 

第１３条第１項及び第３項中「第１０条第５項」の次に「から第８項まで」を加える。 

第１４条第１項中「又は第９条第２項」を「、第９条第２項又は第１０条第６項から第８項

まで」に改める。 

第１５条第１項及び第３項中「第１０条第５項」の次に「から第８項まで」を加え、同条に

次の１項を加える。 

５ 第３項の場合において、同項の規定による届出（第１０条第６項から第８項までの規定に

よる届出に係るものに限る。）に係る広告物等は、それぞれ当該規定の規則で定める基準に

適合するものでなければならない。 

第１６条中「（規則で定める広告物等に係るものを除く。）」を削り、「者」の次に「又は

同章（第７条第２項前段及び前条第３項（第９条第３項の規定による届出に係る部分に限

る。）を除く。）の規定による届出をしようとする者」を加え、同条に次のただし書を加える。 

ただし、規則で定める広告物等に係るものを除く。 

第２２条第１項中「除却しなければならない」を「当該広告物又は掲出物件を除却し、当該

広告物を表示し、又は掲出物件を設置した場所を原状に復さなければならない」に改める。 

第２３条第２項第２号中「第１０条第５項」の次に「から第８項まで」を加える。 

第４７条の見出しを「（諮問等）」に改め、同条中「附則第５項において」を「以下」に、



 

「の意見を聴かなければならない」を「に諮問しなければならない」に改め、同条第１号中

「又は第９条第１項」を「、第９条第１項又は第１０条第６項から第８項まで」に改め、同条

第４号中「第９条第３項又は第１０条第５項に規定する事前協議」を「第１６条の規定による

事前協議（第９条第３項又は第１０条第５項の規定による届出に係るものに限る。）」に改め、

同条に次の１項を加える。 

２ 市長は、第１６条の規定による事前協議（次に掲げる許可又は届出に係るものに限る。）

があったときは、景観審議会の意見を聴かなければならない。 

 ⑴ 第１０条第６項から第８項までの許可 

 ⑵ 第１０条第６項から第８項までの規定による届出 

 ⑶ 第１５条第１項の許可（第１０条第６項から第８項までの許可に係るものに限る。） 

 ⑷ 第１５条第３項の規定による届出（第１０条第６項から第８項までの規定による届出に

係るものに限る。） 

第４９条中「又は第９条第１項」を「、第９条第１項又は第１０条第６項から第８項まで」

に改める。 

第５３条第１号中「違反した者」を「違反して広告物等を表示し、又は設置した者」に改め、

同条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第８号までを１号ずつ繰り上げる。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

一定の要件を満たす屋外広告物の表示等について、規制を緩和しようとするものである。 

 


